
第 5 章．落石危険箇所調査への利用  

 
本章では，本研究で研究対象とした落石要因が，実際に行われている落石調査 1)におい

て活用可能かを実際に利用してもらい，落石要因としての効果判定を検討してみる。本研

究では，以下のような落石要因を新たに求めた。  
(1) 精密地図データの地形解析による，斜面内岩盤露頭の抽出 2)。  
(2) 詳細地形データを活用した山地侵食量と落石危険区間の抽出 3)。  
(3) 地形解析・水文解析から求めた谷分布と落石危険区間の抽出 4)。  
本研究では，岐阜県の協力により数々の落石関係の資料を提供していただいた。このこ

とから，岐阜県における定期的な落石調査で，本研究の対象背ある落石発生要因の利用を

提案して活用してもらった。  

5-1．斜面勾配解析図の調査利用  

岐阜県では，第 1 章の表 1-2 に示すように平成 8 年度道路防災総点検で，当時の調査マ

ニュアル等の手法に従って，落石危険箇所の抽出や評価を行った。しかしながら，確実に

落石危険箇所を特定することは難く，その後も未調査箇所などからの落石が発生していた。

そのため，未調査・評価の再調査などの追跡調査を継続してきた。このような状況から，

追跡調査に利用できる本研究成果として，「地形解析による落石発生源としての斜面内露

出岩盤の抽出法」を提案した。  
岐阜県では，全県において詳細な電子地図データを所有しており，市販の GIS ソフトを

用いて地形解析が可能であったことから，地形解析図を活用するに当たり本研究成果の作

成条件整理・解析条件を示し，図 5-1,5-2 に示すような作成条件を岐阜県と協議し基準化し

た。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-1．斜面勾配区分図  
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図 5-3 には，赤色で落石発生源として調査・判定すべき斜面内急崖部が図示され，図中

には既存の落石危険箇所・被災箇所（図中の赤色で路線番号や箇所番号を記載）などが記

入してあり，未調査箇所などの参考既存資料の取得や落石危険箇所の追加・延長など追跡

調査・行政管理などに利用しやすくなっている。  
このような地形解析による落石発生源分布図を，全県の管理道路について作成し全県で

新たな手法での落石追跡調査と危険箇所の抽出調査に利用している。この手法での調査は，

全県で終了してはいないが，この落石発生源分布図を用いて現地調査を実施している複数

の調査員へ調査漏れ箇所などについて質問した結果，以下のような回答があった。  
(1) 斜面上方に発生源の存在が想定される場合，予め落石発生源分布図を用いて斜面調

査経路を計画して効率良く調査できるので，今までの追跡調査での調査漏れ箇所を

発見できた。  
(2) 未調査箇所において調査を開始する開始する前に，斜面下部の崖錐帯特性など（特

に小径の落石など）に注目するようになった。実際に小径の新たな落石が存在する

ことを確認して，発生源の特徴などについても注目するようになった。  
(3) 山地高標高部までの発生源が想定できるので，調査がやりやすくなった。  

 
以上のような結果から判断すれば，落石危険箇所の新規危険箇所の抽出が，より正確に

できると考えられる。そのような新規抽出箇所を含めた落石危険箇所の分析を行えば，よ

り精度の高い落石発生要因・評価法を見いだせる可能性がある。  
 

5-2．斜面侵食量図の活用  

山地での落石対策を調査・評価・維持管理する場合，落石災害によるリスク管理の導入

が望まれる。今までの落石対策のように，落石災害が突発的な災害として評価し，対象路

線全区間の既存落石発生確率を主体としたリスク管理を行うことは実情と合致していない

かと考えられる。ある程度の延長を有する路線の落石発生確率は，路線の詳細条件が判明

していなければ，適切に路線区間を分割することは困難である。よって，一般的には，路

線全区間で発生した落石災害について路線長で除するなどして発生確率を算出しているの

が現状である。  
本研究では，山地侵食量と落石発生危険箇所（被災箇所も含む）を解析し 5)6)，それなり

の相関があると判断される結果が得られた（図 5-4，前出図 3-22,23,28 参照）。このような

手法を採用すれば，対象となる区間の落石発生確率や落石危険性などで路線区間を区間分

けすることで，より有効な落石災害区間検討や災害リスクを検討することが可能となる。  
以上のように分析される山地侵食量は，地域の地形・地質的特徴や地震等の地殻変動特

性に左右される要因である。山地侵食量は落石調査における幾つかの要因についてその地

域の気候条件なども加えた落石要因と考えられるからである。このため，山地侵食量を用

いて，落石被災確率などを求める場合，対象区域を地質条件などについて考慮し区分する

必要がある。例を挙げるならば，岐阜県では地質的に美濃帯・濃飛流紋岩類（火山帯）・

領家帯などに分類できる区域と行政区などを考慮して地域を決定し解析することが望まし

い。  
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は経費的に困難である。よって，社会性・危険性などの検討を行い落石追跡調査の順位付

けし追跡調査を実施している。このような，順位付け検討に際し，図 5-5 のような落下検

討を行うことで，既存の落石発生源以外の落石危険性を把握することができ，より正確に

危険度評価が可能となる。その結果を利用して，調査区間や時期を再検討し追跡調査を行

うことが望ましい。  
 

5-3-2．広域落石発生区間への活用 

落石災害の対策調査では，一般的に以下のような各調査を実施して，対策することが多い。  
 

1) 落 石 発 生 源 調 査 ：どのような形態で落石が発生したか？  
発生源がどのような状況か？再度の落石発生があるか？  
 

2) 落 石 経 路 調 査 ：落石発生源からどのような経路で保全対象に達したか？  
斜面形状を観察し，跳躍などが生じたかなど把握。  
 

3) 斜 面 特 性 調 査 ：落石が生じた斜面の勾配・表層状況などを把握。  
          斜面を構成する岩盤の特性・露岩位置など。  
 

4) 落 下 岩 塊 調 査 ：落下岩塊の岩質・形状・落石径・落下時の割れ方など把握。  
 

5) 斜 面 植 生 調 査 ：斜面の植生が落石経路にどのように影響したか？  
 

6) 周辺落石発生源調査：該当する落石災害の周辺は，同様な地質・地形・環境などを  
受け，新規の落石発生が生じる危険性があるため，対策工種・  
規模・延長などを決定するために必要。  
 

7) そ の 他 の 調 査 ：各種地質調査など  
 

落石被災地では，上記の調査を実施するのであるが，この中で被災箇所における落石特

性や経路・斜面特性を把握することは可能である。しかしながら被災箇所周辺の同じよう

な環境下にある落石危険箇所にまで詳細調査を実施することは経費的にも，災害緊急時で

あるため時間的にも困難である。このため特定された落石発生源と予想落下岩塊について

限定的な落石シミュレーションを実施して対応していることが多い。ただし，落石発生源

が少数であった場合では有効であるが，山地高標部に広範囲で複数の発生源相当岩壁が認

められる場合には精度良く落石調査・対策工を検討することが難しい。  
図 5-6 に示す箇所は，数年おきに落石が発生している危険箇所である。このため，数年

前に発生した落石災害に対して，広範囲な発生源を網羅した総合的な落石検討・道路防災

対策を講じることにした。現地では，不定期であるものの落石災害が発生している。ただ

し急峻な斜面に無数の落石発生源となる露岩が点在しているため，落石発生源について詳

細な調査を実施することが困難であった。今回，落石発生源の位置を詳細地形データから

落石発生源と見なせる急崖部を解析し危険箇所を特定したうえで，効率良く現地調査にて
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落石発生源であると現地確認した（図 5-3 参照）。その際，既存の調査手法を用いて観察

による危険岩塊と判断できる岩盤ブロックの特定を行った。その後，図 5-7 に示すように，

現地調査から判定した落下の危険性がある岩塊形状や位置を考慮して 3 次元質点系シミュ

レーション 8)を行って，予想される落下範囲の検討を行った。落石落下範囲を特定した結

果，対象斜面の斜面特性（特に勾配）と落下岩塊の形状・径などから保全対象に達する岩

塊径を予測できた。その後，現地で発生した落下岩塊の径・形状などの現地調査での落石

痕跡結果や落石既存記録と照合し落石検討結果と同じような落石が落下していることを検

証した。  

 
図 5-6．落石災害箇所と既存の落石発生源の現地調査図  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

落石発生源・相当岩壁群  

落石経路  
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図 5-7．現地調査から求めた落石発生源と地形解析図を用いた落石シミュレーション  

 
以上のように，詳細地形データを利用して落石シミュレーションをより有効的に利用す

ることで，今まで調査が困難であった落石危険箇所においても調査・対策工検討が可能と

なり，有効な対策工が実施できない箇所でも落石対策が可能となった。  
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